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１ 地域の概要 

刈谷市は、西に名古屋市、東には豊田市、

安城市を控える位置にあり、自動車関連の事

業所が多数立地し、名古屋市等の近郊住宅地

としても発展してきた。このため、隣接する

安城市と同様に高度成長期の兼業化の進展

とともに担い手農家への農地の集積が進ん

だ地域である。農業では、北部地域は、果樹、

スイカ、ダイコンの産地であり、南部地域は

水田作地帯である。

２ 集団の概要及び経営内容 

農事組合法人よさみは、刈谷市南部地域で大規模な水田作を営む農事組合法人である。 

刈谷市南部地域では、昭和 52 年から始まったほ場整備事業に伴い小垣江新田、双葉、

かもめの３営農組合が設立され、地域の担い手として地区営農改善組合、輪換田実行委

員会の計画するブロックローテーションによる麦・大豆の栽培を担ってきた。平成 19 年

度から品目横断的安定対策加入により法人化が推進され、平成 22 年に農事組合法人とな

った。

経営面積は、水稲 96ha、麦 134ha、大豆 59ha、新規需要米５haであり、延べ経営面積

は 294ha である。麦の作付面積は県内でもトップクラスの大規模な経営である。増え続

ける地域からの農地委託需要に応えるため、作業効率の改善を重視した経営が特徴とな

っている。 

小麦の単収は平成 27 年産農林 61 号が 298 kg/10a（県平均 226 kg/10a）、きぬあかり

が 401kg/10a（同 393 kg/10a）といずれも県平均を上回っている(表１)。小麦の収穫は

天候の影響を受けやすいが、当組合は毎年安定した収量を確保している。また、水稲あ

いちのかおりの単収 540kg/10a（県の目標 510～540kg/10a）が示すように大規模経営と

は思えない高い単収水準を実現しており、技術の面でも優秀な経営体である。労働力は、

繁忙期の臨時雇用導入時でも法人構成員４名と３名の従業員を主体とした最大 11 名の労

働力であり、同規模の営農集団と比べれば、２分の１程度である。それを可能にしてい

図１ (農)よさみの所在する刈谷市 

表１　小麦品種別の面積、収量及び品質

麦 の 種 類

及 び 品 種 田 畑 計 たんぱく 灰分 容積重
フォーリング

ナンバー

小麦 a a a kg kg ％ ％ ％ g/L

　農林61号 6,666 0 6,666 298 198,357 96.6 8.7 1.65 847 372

(226) （66.1%）

　きぬあかり 6,692 0 6,692 401 268,618 98.6 9.3 1.36 862 358

(393) （81.3%）

（注）　品種ごとの県平均10a収量は平成２７年産民間流通麦の集荷実績による。　　　上位等級比率は１等の比率。　（　）は県平均。

生 産 量

作 付 面 積
10a当たり

の収量
 上位等級比率

品質分析結果



るのは省力化の徹底で、10a当たりの作業時間が直接労働時間 2.36時間と県平均 4.36時

間（農業経営東海調査平成 25 年産米及び麦類の生産費）の約 54％となっている。省力化

は、コスト低減と就業環境の改善につながり、構成員一人当たりの所得及び従業員給与

は、同程度の大規模経営より多い。 

３ 技術上の特色 

(1) 大規模経営のプロ集団

４名の構成員は、それぞれ当法人の前身である３つの任意組合（新田営農組合、双

葉営農組合、かもめ営農組合）で大規模な経営の技術を修得しており、高い栽培技術

を有している。また、麦・大豆については、早くから協業しており、法人成立前から

互いに技術を向上しあっている。

(2) 作業チームによる効率化

小麦は作業適期が短い作物であ

り、天候の影響を受けやすい作物

である。そこで、天候の影響を最

小限に抑えるため、効率的な作業

チームを組んで作業に当たってい

る。農業機械や労働力を隣接する

作業エリアに集中的に投入し、担

当ほ場を終了した作業者は近接し

た作業者の応援に駆け付けるなど

作業者の連携を図ることで短時間に作業を完了させている。平成 26 年 11月 14日の作

業日誌では、８名で 10ha の施肥・播種と４ha の明きょ施工を行っている。６月 11日

に行った収穫でも５名の作業者で 29haの収穫を行っている。 

この方法は、経験の浅い従業員も熟練の構成員と同時に、あるいは指導を受けなが

ら作業を実施するので従業員の OJTとしての効果もある。 

４ 収穫の向上、品質改善 

(1) 排水対策の徹底

当地域の麦作は全

て水田で行われてお

り、湿害の回避のため、

徹底した排水対策を

心がけている。播種前

にほ場周囲の額縁状

の明きょを丁寧に施工し、播種後のほ場内の明きょもしっかり実施している。

図４ 降雨後も排水できている額縁明きょ 図３ 播種前に明きょを施工 

図２ 作業エリアに複数の農業機械を集中投入し、作業連携によ

る効率化



(2) 適期作業の徹底

労力・農業機械の集中投下により、大幅に作業時間を短縮し、適期を逃さずに収穫

することで品質の向上を図っている。

 また、適期作業の実施には、所属する農協営農部会の研究会による現地検討や定期

的に発信される普及センターの麦作栽培支援情報などを参考にしながら計画的に行っ

ている。

さらに、無人ヘリコプターの導入により、赤かび及び赤さび病対策の防除も適期に

確実に実施している。

(3) 施肥技術の改善

地域の慣行に基づいた基本技術の徹底により、県平均を上回る単収・品質を毎年実

現しているが、さらに、施肥改善に向けての展示ほを農業改良普及センター及び農協

と連携して設置し、収量及び品質向上に努めている。また、鶏ふん等の有機物投入に

よる土壌改良にも取り組んでいる。

５ 労働時間の軽減 

(1) 作業チームによる効率化

機械作業では、上述のように同一ほ場ブロ

ックに３～４台の機械（作業チーム）を集中

投入することで、作業の連携と進行管理の向

上を図って作業効率を上げている。

(2) 作業の効率化

平成 25 年に無人ヘリコプターを導入した

ことで、麦の約 134ha に対し、農薬散布は

３人のチームが８日間（運転時間 25時間）

で完了させている。 

肥効調節型肥料を使用することにより、

従来２回であった追肥作業を１回に軽減し

ている。 

団地化ができたほ場については、地権者

の理解を得て畦の除去をしているが、理解

が得られず畦がある団地については、ほ場

外にでなくてもいいように播種作業におけ

る枕地処理を工夫し、移動距離を削減する

等の省力化を図っている。 

図５ 25年に導入した無人ヘリコプター 

表２　10a当たりの労働時間

土壌改良材散布 13.7

明 渠 施 工 11.9

耕 起 27.0

種 子 消 毒 8.3

播 種 30.5

除 草 剤 散 布 15.1

追 肥 12.2

防 除 8.6

収 穫 14.4

141.7

2.36 時間

（4.36時間）

（　）内は県平均の労働時間

作 業 名

合計

労働時間（分）



６ 流通の改善、合理化 

 農協のカントリーを利用して乾燥調製を実施している。麦は収穫期間が短いので、乾

燥調製を農協に任せることで収穫作業に労力を集中させている。また、収穫ほ場からカ

ントリーまでは、10 分程度の距離にあり、運搬時間が短縮できるメリットを生かしてい

る。 

７ 小麦の収益性 

 27 年産における小麦の 10a あたりの収益の明

細は表３のとおりである。所得率は 44.5％と低

めであるが、支払地代が高いことが大きい。また、

27 年産では赤かび病防除が通常の１回から２回

に増加したことも影響している。農機具費につい

ては、法人化した狙いのとおり削減できている。 

８ 今後の麦作への取組み 

(1) より効率的な作業方法の追求

法人化による地域への信用力の向上も

あり、法人化以降、受託依頼が毎年 10ha

を超えるペースで増加し、それに応えて

経営面積を拡大した。現在では、法人化

当初の予想を超える 134ha の麦作付けと

なっている。今後数年は、現在のペース

で経営面積が増加すると見込まれるので、

より効率的な作業実施を志向している。

既に、28 年産からは、隣接する他地区の

担い手が廃業したことで新たに 20ha の

転作委託があるためその対応に追われて

いる。 

(2) 従業員の早期戦力化

従業員３名は、いずれも経験年数５年未満で、構成員の技術レベルに及ばない。今

後も更に増やす予定である。このため、上述の OJT などにより従業員の早期の戦力化

表３　10ａ当たりの小麦収益

項目

麦売渡代金 10,942

副産物（くず麦） 348

補助金 109,228

粗収益　計 120,518 円

種苗費 3,452

肥料費 12,604

農業薬剤費 5,103

棚卸増減 368

光熱動力費 761

その他の諸材料費 1,174

土地改良及び水利費 0

賃借料・料金 796

物件税・公課諸負担 48

農機具費 6,243

自動車費 0

修繕費 656

雇用労働費 6,348

支払地代 24,984

その他 4,397

経費　計 66,934 円

小麦所得 53,584 円

(所得率） (44.5%)

金額



をすすめている。 

(3) 麦単一品種大規模栽培への対策

愛知県では、30 年産から小麦品種はきぬあかりに一本化される見込みである。きぬ

あかりを全面積に作付ける予定であるが、その場合、現状の作業体系では 11月に作業

が集中することになる。その対策として、水田作全体の作業体系・栽培管理を見直し、

作業期間を拡大することによる作業集中緩和を検討している。

(4) 単収の向上

生産コストの低減には単収向上が不可欠なので単収向上の対応も行っている。その

ため有機物（鶏ふん等）の投入による土壌改良にも取り組んでいる。

(5) ほ場の連担化

作業効率をさらに高めるための委託者の理解を得ながらほ場区画の拡大（畔の除去

等）に取り組む必要がある。

９ その他特記事項 

(1) 法人化による経営の合理化

前身の３つの営農集団を合併して法人化したことで、作業管理や報酬面等で経営の

近代化を図った。前身の営農集団が保有していた農業機械・施設を効率的に利用し、

複数台の機械の集中投入や予備機としての利用を図っている。これにより、新規の機

械投資を押さえ、経営費の低減を図っている。また、法人経営としたことで、午前８

時から午後５時までの８時間の勤務時間の中で作業が完結できる作業体系と就業環境

を整備している。

(2) 新技術の導入

大規模経営では省力化と作期の分散が大きな課題のため、稲作では不耕起 V 溝直播

栽培、鉄コーティング湛水直播など新技術を積極的に導入して効果を上げてきた。麦

作や大豆作についても所属する営農部会の研究会での実証試験などをとおして新技術

の情報収集や検討を行っている。

(3) 地域の農業生産・農地管理への貢献

刈谷市南部地区営農改善協議会に協力し、ブロックローテーションによる集団転作

を受託することで刈谷市南部地域 450ha の約 1/3 の農地管理を担っている。

 毎年増加する農地の委託依頼には積極的に対応し、地域での遊休農地の発生を抑え

ている。また、排水路清掃など集落で行っていた農業環境維持が高齢化で十分な手が

入っていな集落には、地域貢献の一環として、機材や人的な支援を行っている。

(4) 地産地消への取組み

作付面積を拡大している日本めん用品種きぬあかりは、地域特産のうどん原料とし

て需要が高い。地元の製麺メーカーによる商品化など地域振興活動として、製麺・飲

食業者に期待されている。当法人は実需者ニーズに対応した小麦生産に努めており、



三河産きぬあかりの供給の一翼を担っている。

 また、地元の製麺業者がきぬあかりを原料として使用した麺を製品化するなど、地

域ではきぬあかりによる地産地消の取組みが盛り上がっており、当法人も農業祭や農

協直売所等で行われる試食販売に参加し、地産地消に協力している。

米の出荷・販売は、系統出荷８割、地元への直売等を２割としている。直売は精米

など手間がかかるが、委託農家への精米供給や地元消費者への対応が必要なため取り

組んでいる。

大豆は、地元で地元産原料にこだわりのある豆腐企業と連携を行っているが、需要

の増加が見込まれるので農協と連携して地元需要へ応える取り組みを強化する。

(5) 食育活動

所属する JAあいち中央営農部会は、地元生協との間で地産地消の取組みや消費者交

流に長年取り組んでいる。これらの消費者交流イベントとして実施する田植え体験・

収穫体験は、当法人のほ場を使っており、ほ場の管理・体験指導・交流会運営等の面

でも支援している。

（執筆者：愛知県西三河農林水産事務所農業改良普及課 石川 由紀子） 
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耕
起

、
整

地
、

播
種

　
（
中

耕
、

土
入

、
踏

圧
、

除
草

等
）

基
肥

　
作

業
名

き
ぬ

あ
か

り

１
2
月

上
旬

か
ら

１
２

月
下

旬

収
量

（
1
0
ア

ー
ル

当
た

り
）

　
播

種
量

　
肥

料
名

（
有

機
物

、
土

壌
改

良
資

材
含

む
）

　
施

用
量

（
1
0
a当

た
り

）

B
B

4
3
0
（
農

林
6
1

号
）

4
5
k
g

水
稲

（
コ

シ
ヒ

カ
リ
）
　

　
　

　
　

5
0
0
k
g

水
稲

（
あ

い
ち

の
か

お
り

）
　

 5
4
0
k
g

　
有

機
物

及
び

土
壌

改
良

材
の

種
類

と
施

用
量

　
　

　
　

土
壌

改
良

材
、

W
C

S
用

稲
栽

培
ほ

場
に

は
堆

肥
及

び
鶏

ふ
ん

5
5
k
g



稼
動
面
積

稼
動
期
間

個
人
有
共
　
有
借
　
用

a　
　
月
　
　
日
～
　
日

（
共
通
作
業
機
）

①
②

ｸ
ﾛ
ｰ

ﾗ
ｰ

型
7
5
馬

力
２

台
､③

ﾎ
ｨｰ

ﾙ
9
5
馬

力
、

④
8
5
馬

力
、

⑤
7
3
馬

力
、

⑥
ﾊ

ﾟﾜ
ｰ

ｸ
ﾛ
ｰ

ﾗ
型

7
5
馬

力
､⑦

3
4
馬

力
、

⑧
7
5
馬

力

8

①
H

2
4
、

②
H

2
0
、

③
H

2
2
、

④
H

2
3
、

⑤
H

2
0
、

⑥
H

2
4

（
※

ｲ
ｾ

ｷ
JV

7
5
）
、

⑦
H

2
7
、

⑧
H

2
0

土
壌
改
良
材
散
布

ﾄﾗ
ｸ
ﾀ
ｰ
（
①
②
⑦
⑧
）
、
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ

ﾄﾞ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾀ
ｰ
（
ﾆ
ﾌ
ﾟﾛ
M
P
4
6
0
E
、

IH
Iｽ
ﾀ
ｰ
M
B
C
4
5
5
0
他
）

4
1
3
,3
5
8

１
０

月
2
8
日

～
1
2
月

2
7
日

8
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ
ﾄﾞ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾀ
ｰ
　
Ｈ
2
6
､Ｈ

2
6
､Ｈ
2
4
､Ｈ
2
3

耕
起
・
整
地

ﾄﾗ
ｸ
ﾀ
ｰ
（
③
④
⑤
、
6
4
p
s）
、

ﾛ
ｰ
ﾀ
ﾘ-
（
ﾆ
ﾌ
ﾟﾛ
K
R
S
2
2
0
他
）

4
1
3
,3
5
8

1
1
月

1
0
日

～
1
2
月

2
8
日

2
0
H
2
3
､ﾛ
ｰ
ﾀ
ﾘｰ
（
H
2
6
、

H
2
6
、
H
2
3
、
H
2
0
）

明
き
ょ
・
溝
切
り

ﾄﾗ
ｸ
ﾀ
ｰ
（
①
②
⑥
⑦
)､
溝
堀
機

(ﾆ
ﾌ
ﾟﾛ
溝
堀
機
他
）

4
1
3
,3
5
8

1
0
月

2
3
日

～
1
2
月

2
7
日

1
1
溝
堀
機
　
H
2
6
､H
2
6
､

H
2
4
､H
2
3

基
肥
・
播
種

ﾄﾗ
ｸ
ﾀ
ｰ
（
③
⑥
他
）
、
播
種
機

(ﾆ
ﾌ
ﾟﾛ
U
F
-
S
ｼ
ｰ
ﾀ
ﾞｰ
他
）

4
1
3
,3
5
8

1
1
月

1
2
日

～
1
2
月

2
8
日

2
2
播
種
機
　
H
2
7
､H
2
6
､

H
2
4
､H
2
3

除
草

剤
ハ
イ
ク
リ
ブ
ー
ム
（
丸
山

B
S
A
6
5
0
他
）

3
1
3
,3
5
8

1
1
月

1
5
日

～
2
月

1
0
日

8
H
2
3
、
H
2
3
、
H
2
2

防
除

ﾔ
ﾏ
ﾊ
R
M
A
X
-
Ⅱ
G

1
1
3
,3
5
8

4
月

2
2
日

～
5
月

1
0
日

8
H
2
4
※

追
肥

ﾄﾗ
ｸ
ﾀ
ｰ
（
⑥
他
）

2
1
3
,3
5
8

 2
月

1
5
日

～
2
月

2
0
日

 3
月

1
3
日

、
 3

月
1
9
日

6
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ
ﾄﾞ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾀ
ｰ
　
Ｈ
2
6
､Ｈ

2
6

刈
取
・
脱
穀

汎
用
１
台
、
自
脱
５
台

6
1
3
,3
5
8

6
月

2
日

～
6
月

1
6
日

9
H
2
6
、
H
2
6
、
H
2
6
、
H
2
4

（
※
ｲ
ｾ
ｷ
6
1
2
0
）
、
H
2
4
、

H
2
2

運
搬

２
ト
ン
1
台
、
１
ト
ン
7
台

8
1
3
,3
5
8

6
月

2
日

～
6
月

1
6
日

9
構
成
員
か
ら
借
用

乾
燥
･
調
製

農
協
に
委
託

注
：
※
は
、
平
成
2
4
年
度
補
正
予
算
大
豆
麦
生
産
体
制
緊
急
整
備
事
業
に
よ
り
導
入

２
．
農
業
機
械
利
用
状
況

作
業

名
型
式
、
規
格
、
馬
力

乗
用
管
理
機

無
人
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー

ト
ラ
ク
タ
ー
、
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ

ﾄﾞ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾀ
ｰ

ト
ラ
ク
タ
ー
、
ﾛ
ｰ
ﾀ

ﾘｰ ト
ラ
ク
タ
ー
、
溝
切

機 ト
ラ
ク
タ
ー
、
ｼ
ｰ

ﾀ
ﾞｰ

ト
ラ
ッ
ク

汎
用
・
自
脱
型
コ

ン
バ
イ
ン

台
　
　
　
数

実
稼
働
日
数

備
考

使
用
機
械
名

ト
ラ
ク
タ
ー

ト
ラ
ク
タ
ー
、
ﾌ
ﾞﾛ
ｰ

ﾄﾞ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾀ
ｰ


